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図５―１ 国の警察組織（平成２３年度）

１ 警察の組織
（１）公安委員会制度

公安委員会制度は、強い執行力を持つ警察行政について、その政治的中立性を確保し、かつ、運
用の独善化を防ぐためには、国民の良識を代表する者が警察の管理を行うことが適切と考えら
れたため設けられた制度であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道
府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。また、国家公安委員会委員長には国務大
臣が充てられ、警察の政治的中立性の確保と治安に対する内閣の行政責任の明確化という２つ
の要請の調和を図っている。

（２）国の警察組織

執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案
のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等
に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員
会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

警察の組織と
公安委員会制度
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交番その他の派出所

駐　　在　　所
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県　　知　　事

地　域　部

（福島、茨城、栃木、
群馬、長野）

注：地方自治法第252条の19第１項の規定により指定する市を包括する県。
平成23年４月１日現在の指定県は、宮城、埼玉、千葉、神奈川、新潟、静岡、愛知、兵庫、岡山、広島及び福岡である。

図５―２ 都道府県の警察組織

（３）都道府県の警察組織

平成２３年４月１日現在、４７の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、１，１８１の警察署が
置かれている。
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２３年６月、国家公安委員会委員長は、平成２３年
（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の発生に伴い設
置された宮城県警察災害警備本部及び警察署災
害警備本部を視察するとともに、特別派遣部隊
を督励した。

名取市閖上地区において、捜索部隊員を督励する
国家公安委員会委員長（左から２人目）

２２年１１月、国家公安委員会委員は、富山県を訪れ、富山県警察
本部山岳警備隊の各種遭難救助訓練を視察するとともに、同隊
若手隊員と意見交換を行った。

山岳警備隊隊員の遭難救助訓練を視察する
国家公安委員会委員（左側）

２ 公安委員会の活動
（１）国家公安委員会

国家公安委員会の定例会議

国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び
５人の委員によって組織されており、委員は首
相が両議院の同意を得て任命する。国家公安委
員会では、国家公安委員会規則の制定、地方警務
官（注）の任命や懲戒処分、指定暴力団の指定に際
しての実質目的要件に該当する旨の確認等、警
察法やその他の法律に基づきその権限に属させ
られた事務を行うほか、警察職員による各種の
不祥事案の防止対策に関し警察庁を指導するこ
となどにより、警察運営に関する大綱方針を示
し、警察庁を管理している。
平成２２年中には、犯罪捜査規範の一部を改正する規則等、６の国家公安委員会規則を制定し

た。
国家公安委員会は、通常、毎週木曜日に定例会議を開催しているが、定例日以外にも、例えば２３
年３月には平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の発生を受け臨時会議を開催している。こ
のほか、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、国家公安委員会委員が各地を訪問し、
都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情
勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトにより
紹介している。

注：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官
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平成２２年５月から９月にかけて、山口県公安委員会
では、警察改革要綱策定から１０年の節目における取組
として、各公安委員が警察署を巡回し、「警察改革１０年
の節目に当たって」と題する講演を行った。

警察署職員を前に巡回講演を行う
山口県公安委員会委員（中央奥）

２３年３月、平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震発生
後から、岩手県公安委員会では、岩手県警察災害警備本部、
各警察署災害警備本部を視察するとともに、被災地におい
て活動する警察職員を督励した。

陸前高田市中心部の状況陸前高田市内において、被災地の警戒、被災
者支援を行う「イーハト－ブ隊」を督励する
岩手県公安委員会委員長（左側）

（２）都道府県公安委員会

都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では５人、それ以外の県及び
北海道の各方面では３人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道
府県議会の同意等を得て任命する。
都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の支給裁定、古物営業等の各
種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における
事件、事故及び災害の発生状況と警察の取組、治安情勢とそれを踏まえた警察の各種施策、組織
や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導す
ることにより、都道府県警察を管理している。
都道府県公安委員会は、おおむね月３回ないし４回の定例会議を開催するほか、警察署協議会
への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察
運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトにより紹介して
いる。

（３）公安委員会相互間の連絡

１５都道府県公安委員連絡会議

国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、常に緊密な
連絡を保つため、各種の連絡会議を開催している。平成２２年
中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連
絡会議を２回開催し、都道府県公安委員会による警察の管
理の現状等についての意見交換を行った。
また、２２年中は、各管区及び北海道において、管内の府県
公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計１４回開催され、さらに、
都、道、府及び指定県に置かれる１５の公安委員会相互の連絡会議も開催され、国家公安委員会委
員も出席し、各都道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われた。
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警察庁 都道府県警察
区分

警察官 皇宮護衛官 一般職員 計
警察官

一般職員 計
合計

地方警務官 地方警察官 小計
定員（人） 2,037 900 4,795 7,732 628 ２５５，３６３ ２５５，９９１ ２８，３８８ ２８４，３７９ ２９２，１１１

表５―１ 警察職員の定員（平成２３年度）

注：都道府県警察職員のうち、地方警務官については政令で定める定員であり、その他の職員については平成２３年４月１日現在の条例で定める定員である。

１ 警察の体制
（１）定員

平成２３年度の警察職員の定員は総数２９万２，１１１人であり、このうち７，７３２人が警察庁の定員、２８
万４，３７９人が都道府県警察の定員である。

（２）警察力強化のための取組

（人）

平成 （年度）
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図５―３ 地方警察官の退職者数の推移と退職者予測（平成８～２７年度）

図５―４ 警察官採用試験実施状況（平成１３～２２年度）

地方警察官（注１）については、平成１３年度から２２年
度までの間に、合計２万６，０５７人の増員を行ってきた
ところ、刑法犯認知件数が、１５年以降８年連続して減
少するなど、地方警察官の増員は、他の諸施策と併
せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果を
もたらしていると考えられる。
しかしながら、刑法犯認知件数は、いまだに治安が
良好であると考えられていた昭和４０年代と比較する
と依然として高い水準にあるほか、犯罪のグローバ
ル化、サイバー犯罪の増加等新たな治安の脅威に直
面するなど、治安情勢は依然として厳しく、引き続
き、あらゆる角度から警察力の強化に努める必要が
ある。そのため、警察としては大量退職期が到来して
いることを踏まえつつ、次のような警察力強化のた
めの取組を強力に推進し、厳しい治安情勢に的確に
対応することとしている。
① 地方警察官の増員
２３年度には、公訴時効の廃止に伴う捜査体制の整
備、サイバー犯罪の取締りを強化し、IT社会における国民の安全・安心を確保するための新た
な捜査体制の構築及び一層緻密かつ適正な死体取扱業務を推進するための体制強化を図るた
め、地方警察官８３３人の増員を行った（注２）。

警察活動の支え

注１：地方警務官を除く都道府県警察の警察官
２：警察官一人当たりの負担人口は、平成１２年度（増員前）の５５７人から、２３年度（増員後）は５０５人（人口は２２年３月３１日現在の住民基本台帳

による。）となった。
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❶「努力次第」を信じて
（前愛知県知多警察署長（２３年３月２２日から愛知県警察本部警務部参事官兼住民サービス課長） 三輪千佳子警視）

警察官を志した頃は正直、「人の役に立ちたい」などというしっかりとした
志望動機はありませんでした。ただ、採用案内に、「努力次第で男女の差なく昇
任することができる」とあるのを見て、「頑張ろう。夢は県警で女性初の署長に
なること」と思ったことをなぜか今でも、鮮明に記憶しています。
可愛がられた２０歳代、夜遅くまで仕事に熱中した３０歳代、４０・５０歳代は、言

うべきことをきちんと言える幹部として、「努力次第」を信じ、多くの人々に支
えられ、感謝しながら、一歩、一歩、確実に歩んできました。
今は、明確な目標を持って警察官を志す女性が大半であり、採用も登用も拡

大されています。能力を発揮できるチャンスにも恵まれています。
管内の治安維持という警察署長の職責は女性でも男性でも変わりません。

私も他の警察署長と同じように、署員と一丸となり、また、住民の方々と協力
しながら、管内の治安維持に日々取り組んでいるところです。

② 退職警察職員の積極的活用
交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用する
ことで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の
優れた技能等を若手警察職員に伝承している。
③ 警察力の質的強化
情報通信技術（IT）の活用による業務の省力化・効率化等により、限られた人的資源を一層有
効に活用している。
④ 優秀な人材確保のための採用募集活動の強化
警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールし、都道府県警察の採用募集活動を強力に支
援している。このような取組等の結果、２２年度に実施した警察官採用試験の競争倍率は９．５倍と
なり、３年連続で前年度を上回った。

（３）女性職員の活躍

警察では、従来から女性職員の採用に積極的に取り組んでおり、平成１４年度以降、毎年１，０００人
を超える女性警察官が採用されている。２３年４月１日現在、全国の都道府県警察には、女性の警
察官約１万６，７００人（育児休業中の者を含む。）、一般職員約１万１，９００人が勤務しており、幹部へ
の登用も進んでいる。都道府県警察で採用され、警部以上の階級にある女性警察官は、２３年４月
１日現在、１９０人であり、警察本部の課長を始め、警察署の刑事課長等にも登用されている。また、
女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等において、捜査や被害者支援に女性職員
の能力や特性が生かされているほか、暴力団対策、警衛・警護等を含め、全ての分野にその職域
が拡大している。警察庁では、２３年２月、男女共同参画社会の実現や警察官の質の確保等のため、
各都道府県警察に対して、女性警察官の採用・登用のより一層の拡大に向けた計画を策定する
よう指示した。

（４）精強な第一線警察の構築

近年、警察官に対する公務執行妨害事件が多数発生するなど、その職務執行を取り巻く環境が
悪化しているとともに、最近の地方警察官の退職者数及び採用者数の増加に伴い、警察組織の人
的構成が大きく変化しつつあり、これに伴う現場執行力の低下が懸念されている。
このため、これらの影響が最も懸念される地域警察部門を中心として精強な第一線警察を構
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採用時教育

昇任時教育

専門的教育

新たに採用された警察職員に対し、職責を自覚させ、使命感を培うとともに、基
礎的な知識及び技能を修得させるもの

上位の階級又は職に昇任した警察職員に対し、それぞれの階級又は職に必要な
知識及び技能を修得させるもの

特定の業務の分野に関する高度な専門的知識及び技能を修得させるもの

図５―５ 警察学校における教育訓練体系

築するため、各都道府県警察において、「地域警察を中心とした精強な第一線警察の構築のため
の総合プラン」を策定し、幹部の指揮能力の強化、若手警察官の早期戦力化、初動警察の要である
通信指令の刷新強化等の各種施策を推進している。

（５）教育訓練

警察職員には、適正に職務を執行するため、円満な良識と確かな判断能力や実務能力が必要と
される。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能
力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。
① 警察学校における教育訓練
都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、対象者の階級及び職に
応じて、次のような体系的な教育訓練を実施している。

映像射撃シミュレーター

② 職場における教育訓練
警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応
じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上
を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等
を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、適
切な職務執行を行うとともに、高い倫理観を培うため、有識者
による講習会等を行っている。

実践的な総合訓練

③ 術科訓練の充実強化
凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するた

め、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特
に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映
像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練を始め、実際の現
場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充
実強化を図っている。

（６）警察官の殉職・受傷

警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの
身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷する場合がある。平成２２年中
には、道路冠水に伴う通行車両の迂回誘導に従事していた警察官が、前方不注視の車両に衝突さ
れ、殉職する事案等が発生した。警察では、殉職・受傷した警察官又はその家族に対して、公務災
害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、果敢な職務
執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。

注：スクリーンに投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置
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２ 警察の予算と装備
（１）警察の予算

　　（ ）

（ ）

（ ） （ ）

（ 　　　 ）

補助金
663億2,000万円
（24.2％）

人件費
937億5,700万円

34.2％

装備･通信･施設費
519億1,800万円
18.9％

その他
623億8,500万円
22.7％

国費
2,080億6,000万円

75.8％

総額
2,743億
8,000万円
100％

（ ）

）

（ ）

人件費
2兆6,834億3,700万円

81.8％

施設費
2,342億2,600万円
（7.2％

その他
3,614億3,000万円
（11.0％）

総額
3兆2,790億
9,300万円
100％

①　警察庁予算

22年度当初予算
・　総額2,705億4,300万円
・　前年比32億9,100万円（1.2％）増加
・　国の一般歳出総額の0.5％

警察用車両・航空機・船舶の整備、警察装備資
機材の整備等に措置

22年度補正予算（第１号）
・　総額69億3,800万円

②　都道府県警察予算

・　総額３兆2,790億9,300万円
・　前年比766億1,500万円（2.3％）減
・　全都道府県の一般会計予算総額の6.4％

※各都道府県が、犯罪情勢、財政事情等を勘案して編成

テロの未然防止と緊急事態への対処態勢の強
化、治安再生のための総合対策の推進等に措置

図５―６ 警察庁予算（平成２２年度最終補正後）

図５―７ 都道府県警察予算（平成２２年度最終補正後）

警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予
算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が
支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が
含まれる。平成２２年度の国民一人当たりの警察
予算は約２万７，０００円であった。

（２）警察の装備

パトカー

① 車両の整備
警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約４
万２，０００台整備されている。
平成２２年度は、高速道路等における交通安全対策の
強化のための車両を増強した。
② 装備品の整備と開発改善
２２年度は、ゲリラ豪雨等の大規模災害への対処のた
めの装備品のほか、犯罪のグローバル化対策等の組織
犯罪対策、銃器使用犯罪対策、サイバー犯罪対策等のた
めの装備品を整備した。
また、最先端の科学技術を導入するなどして装備品の開発と改善を進め、業務の効率化と高度
化を図っている。
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　 ○車載通信系
　警察本部を中心とした、警察署、パトカー、ヘリコプター等の間の無線通信系
○携帯通信系
　機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系
○署活系
　警察署単位で構成される、警察署と所属警察官との間の無線通信系

署活系

衛星通信車

運転免許
試験場等

登録・照会

運転免許証発行

警察本部
照会センター警察庁

情報処理
センター

警察署

車載通信系

携帯通信系

回答

回答

照会

回答

照会

衛星通信 固定通信 移動通信
　無線多重回線、電気通信事業者の専
用回線等により、警察庁、都道府県警
察本部等を結ぶ各種情報通信システ
ムの基盤。災害に強いものとするた
め、複数ルート化を実施

　大規模な事故や災害の発生に際し
て、現場の状況を把握して的確な指示
を行うため、現場で撮影した各種映像
等を伝送

図５―８ 警察活動を支える警察情報通信

３ 警察の情報通信
警察の情報通信は、警察活動を支える不可欠な基盤である。警察では、事件、事故及び災害がど
こでどのように発生しても即座に対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを
全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。

（１）警察活動を支える警察情報通信

① 危機管理を支える警察情報通信
警察では、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通
信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察
署、交番等を結ぶほか、各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上
で不可欠な情報を伝達している。
システムの管理、運営等のため、各都道府県に国の機関である情報通信部が設置され、都道府
県警察の業務を支えている。また、広域・重大事案発生時の通信施設の運用に関する指導・調整
等のため、各管区警察局に情報通信部が設置されている。
② 警察情報管理システム
警察では、盗難車両、行方不明者等に関する情報を警察庁のコンピュータに登録することによ
り、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許証に関する情報を全国一元管理す
ることにより、運転免許証の不正取得を防止したりするための警察情報管理システムを構築し
ている。
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・無線による一斉送信
・現場画像等の送受信
・警察官の位置情報の把握

警察署

無線機の特長

・110番受理情報の送信
・現場画像等の送受信
・警察官の位置情報の把握

警察本部
（通信指令室）

データ端末の特長
通信指令室

音 声 による 同 報 通 信

位 置 情 報 の 送 信

高 い 耐 久 性 能

110 番 受理情報の表示

現場画像等の撮影・送受信

位 置 情 報 の 送 信

❷地域警察デジタル無線システムの整備
事件・事故及び災害に対して警察が迅速・的確な対応をするためには、警察活動において収集した

様々な情報を組織的に共有し、活用することが不可欠である。このため、警察では、音声に加え、画像や
データを送受信することができる地域警察デジタル無線システムを整備し、都道府県警察の通信指令
室で受理した１１０番通報の内容、各種事案の現場において撮影した画像、GPSにより測位された警察
官の位置等を、通信指令室、警察署及び現場警察官において組織的に共有することにより、警察活動の
強化を図っている。

（２）機動警察通信隊の活動

衛星通信車

ヘリコプターテレビシステム

機動警察通信隊は、各都道府県情報通信部等（注）に設置さ
れており、事件、事故及び災害の発生時や警衛・警護警備の
実施時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡
が円滑に行われるよう、情報通信対策を行っている。
具体的には、
・衛星通信車、ヘリコプターテレビシステム等を活用して
警察本部等に現場の映像を伝送する
・現場の状況に応じて、臨時の無線中継所を設置・運用し
て、無線の不感地帯対策を実施する
などの対策を講じ、現場の警察活動の基盤となる通信を確
保している。
平成２２年中には、梅雨前線による大雨に伴う災害の発生
時やAPEC首脳会議等の開催に伴う警護警備を始めとし
て数多くの事案に出動した。また、ストーカー事案や窃盗事
案等にも出動し、被害者宅にテレビカメラを設置するなど
の情報通信対策を実施して、犯罪者の検挙及び国民の安
全・安心の確保に貢献している。

注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部
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女性被留置者の適正な処遇
・女性の特性に十分配慮した処遇
・女性専用留置施設の設置
（処遇全般を女性警察官が担当）

人権に配意した適正な処遇
・健康診断の実施（月２回）
・ラジオ、日刊新聞紙の備付け
・健康に配意した適切な食事

外国人被留置者の適正な処遇

留置施設内設備の改善・整備
・被留置者のプライバシーを保護するため、居室を横一列の「くし型」に配置し、前面に遮蔽板を設置
・留置施設内に冷暖房装置を設置

・母国語によって留置施設内の処
遇等を案内する冊子を整備

・外国文化に配意した食事

図５―９ 適正な留置業務の運営

健康診断の状況（被留置者は模擬） 留置施設における食事の例（昼食） 女性専用留置施設（被留置者は模擬）

 

全国合計251名
（うち女性70名）

医師等
21.9%

弁護士
21.9%

地方公共
団体職員
11.6%

大学関係者
7.6%

その他の職業
19.9%

無職
17.1%

図５―１０ 留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成２３年６月１日現在）

留置施設視察委員会による視察の状況

４ 留置施設の管理運営
（１）留置施設の管理運営

平成２３年４月１日現在、留置施設は全国で１，２３８施設設置されている。警察では、刑事収容施設
及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査業務と留置業務の分離を徹底しつつ、被留置
者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進して、適正な留置業務の運営を徹底している。

また、警察庁では、被留置者の処遇を全国的に斉一にするため、毎年全ての都道府県警察の留
置施設に対し計画的な巡察を実施している。さらに、留置施設の運用状況について透明性を高め
るため、部外の第三者から成る機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、警視
庁及び道府県警察本部（方面本部を含む。）に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者
や医師、地域住民等の１０人以内の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被
留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察
署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監及び道府県警察本部長は、委員会からの意
見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。
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注：収容基準人員については各年４月１日現在の数値であり、収容率については
　　年間平均値である。

収容率収容基準人員

（％）（千人）

16

17

18

19

20

21

22

0

20

40

60

80

100

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23（年）

（万人）

区分 年次

被留置者延べ人員
 指　数
　 外国人延べ人員
 指　数
　 女性延べ人員
 指　数
　 少年延べ人員
 指　数

21 2213 14 15 16 17 18 19 20
4,072,650

91.7
352,552
50.8

435,815
103.2

149,017
62.9

4,442,951
100.0

693,913
100.0

422,156
100.0

236,785
100.0

4,851,662
109.2

760,576
109.6

470,096
111.4

244,781
103.4

5,273,923
118.7

898,293
129.5

513,223
121.6

256,633
108.4

5,441,386
122.5

930,532
134.1

547,513
129.7

232,609
98.2

5,474,834
123.2

855,320
123.3
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図５―１１ 被留置者延べ人員の推移（平成１３～２２年）

図５―１２ 収容基準人員（全国）と収容率の推移（平成１４～２３年）

留置施設内の状況

（２）被留置者の収容状況

平成２２年中の被留置者の年間延べ人員は約４０７万人（１日平均約１万１，０００人）と、前年より約
３１万人（７．０％）減少した。

警察では、警察署の新築・増改築時に十分な規模の留置施設を整備し、収容力の確保を図って
いる。また、拘置所等刑事施設に対し、早期の移送を要請している。
この結果、留置施設の収容力は向上しており、収容率（注１）も低下しつつあるが、一部地域では、
依然として過剰収容状況（注２）にあることから、引き続き、これらの取組を推進していくこととし
ている。

注１：留置施設の定員数（収容基準人員）に対する被留置者の割合
２：留置施設では、少年と成人、女性と男性を一緒に留置できないなどの制約があることから、収容率が７割から８割に達した時点で実質

的に収容力は限界に達するのが通例である。
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ファイル共有ソフト「シェア（Share）」を使用したテレビドラマを対象とする著作権法違反
（公衆送信権侵害）事件に関し、関東管区警察局山梨県情報通信部は、シェアに関する技術資料の
提供や技術訓練を実施するほか、２３年１月に神奈川県警察及び山梨県警察によるコンピュータ
等の捜索差押えの現場に職員を派遣し、押収したコンピュータ等の解析を行うなど、事件解決に
向けた技術支援を行った。

５ 管区警察局・皇宮警察本部の活動
（１）管区警察局の活動

東北管区警察局

関東管区警察局

中部管区警察局

近畿管区警察局

四国管区警察局

中国管区警察局

九州管区警察局

府県警察に対する監察 警察事務の能率的運営と規律の保持

広域調整
広域的な重要事件の検挙
広域的な道路交通の斉一性の確保

大規模災害への対応 国の危機管理機能の発揮

警察の情報通信
緊急事態対処体制の確保
全国警察の有機的連携の確保

サイバー犯罪の捜査の支援
サイバー犯罪捜査に係る全国的
な技術水準の確保

教育訓練 警部補・巡査部長の能力向上

図５―１３ 管区警察局の管轄区域

図５―１４ 管区警察局の主な業務と果たしている役割

① 管区警察局の役割
警察庁には、その地方機関として７つの管区警察局、東
京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置さ
れている。事務を能率的に処理するため、管区警察局は、
警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と
北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応
じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。
② 管区警察局の主な業務
管区警察局では、主として次のような業務を行ってい
る。
ア 府県警察に対する監察
管区警察局の監察機能は、平成１２年以降の警察改革の
一環として強化され、各管区警察局に総務監察部（注１）を
設置し、管区内の府県警察に対する監察を実施している。
２２年度中、管区警察局は１，８５３回の監察を実施した。

イ 広域調整
広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同
捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指
導・調整を行っている。
ウ 大規模災害への対応
大規模災害（注２）の発生時等には、被災情報の収集・分析に当たるとともに、機動警察通信隊や
管区警察局ごとに編成される広域緊急援助隊の派遣に関する調整を行っている。
エ 警察の情報通信
管区警察局情報通信部及び府県情報通信部では、警察庁や都道府県警察を結ぶ情報通信網の
整備、管理等を行っている。また、管区警察情報通信部にサイバーフォースと呼ばれる技術部隊
を設け、サイバーテロの未然防止や被害拡大防止に係る活動を行っている。
オ サイバー犯罪の捜査の支援
サイバー犯罪に対処するため、府県警察の行う捜索・差押え、検証等の現場に臨場して、記録
媒体内部の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の
抽出等の技術支援を行っている。

注１：関東管区警察局は監察部を、東北管区警察局、中国管区警察局及び四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。
２：震度６弱以上（東京都２３区内にあっては震度５強以上）の地震その他の大規模な災害
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那須御用邸
御料牧場

京都御所
桂離宮
修学院離宮

葉山御用邸
須崎御用邸

皇居
赤坂御用地
常盤松御用邸

正倉院

図５―１５ 皇宮警察本部の勤務地

1月 2日 新年一般参賀
4月15日 春の園遊会
5月17日 カンボジア国王の皇居参内
6月 1日 中国国務院総理の皇居参内
10月28日 秋の園遊会
11月13日 ブルネイ国王の皇居参内
11月14日 カナダ首相の皇居参内
12月23日 天皇誕生日一般参賀

表５―２ 平成２２年に護衛警備を実施した主な行事

カ 教育訓練
管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県
警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。

（２）皇宮警察本部の活動

新年一般参賀に伴う護衛警備実施

警察庁に附置された皇宮警察本部は、天皇及び皇族の
護衛、皇居及び御所の警備等をつかさどっている。
① 天皇及び皇族の護衛
天皇陛下及び皇族方の御身辺の安全を確保するため、
護衛を担当する側衛官（注１）が、皇居や御所内はもとより、
国内外において常に直近で護衛に当たっている。
平成２２年中は、３月に国際親善のためガーナ及びケニ
アを皇太子殿下が御訪問された際などに、側衛官が護衛
に当たり、御身辺の安全を確保した。
② 皇居、御所等の警備
皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等における安全を確保するため、１都１府４
県（注２）に所在する勤務地において警戒警備活動を行っている。

信任状捧呈式に伴う特命全権大使の護衛

③ 国賓等の護衛
国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等
の捧呈に伴う特命全権大使・公使の皇居参内に際して、
騎馬又はサイドカーで護衛に当たっている。

注１：皇宮護衛官のうち護衛を担当する者
２：栃木県、東京都、神奈川県、静岡県、京都府及び奈良県
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開催月 フォーラム名 基調講演者
3月 自由と安全～テロ対策の理論と実務の架橋 独政府幹部等
8月 APEC首脳会議の安全な開催に向けて 英警察幹部等
10月 犯罪抑止政策に関する国際シンポジウム 米大学教授等
11月 グローバル化がもたらす自由と安全への脅威 仏政府幹部等

表５―３ 警察政策フォーラムの開催状況（平成２２年）

平成２２年１１月、フランス政府の幹部を招き、外国人犯
罪対策をテーマとしたフォーラムを開催した。大学教
授、警察庁職員等がパネリストとして参加し、活発に意
見交換した。

フォーラムの開催

２２年６月、韓国・ソウルで開催されたアジア警察学会において、振り込め詐欺対策について発
表するとともに、子供を犯罪から守る施策に関するパネルディスカッションに参加した。

６ シンクタンクの活動
（１）警察政策研究センター

警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、警察の課題に関する調査研究を進める
とともに、警察と国内外の研究者等との交流の窓口として活動している。
① フォーラム等の開催
関係機関・団体等と連携して、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォー
ラム等を開催している。

② 大学関係者との共同研究活動の推進

大学・大学院における講義の実施

警察に関する国際的な学術交流

大学関係者と共同して研究活動を行っている。最近の研究活動と
して、慶應義塾大学大学院法学研究科との諸外国のテロ対策法制等
に関する共同研究、早稲田大学社会安全政策研究所との少年非行・
被害防止及び外国人犯罪に関する共同研究等がある。
③ 大学・大学院における講義の実施
警察政策に関する研究の発展及び普及のため、一橋大学国際・公
共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法科大学院、首都大
学東京都市教養学部、法政大学法学部等の大学・大学院に職員を講
師として派遣するとともに、特別講義を行っている。
④ 警察に関する国際的な学術交流
ストックホルム犯罪学シンポジウム等の国際的な学術会議等に参
加し、日本警察に関する情報発信を行っている。韓国警察大学治安政
策研究所及びフランス高等治安・司法研究所との間で協定を締結
し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。
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２２年１１月、米国・サンフランシスコで開催された米国犯罪学会に参加して、振り込め詐欺の手
口とその対策に関して発表を行った。

次世代移動通信システム等の高度化に関する研究
次世代移動通信システム等の高度化に関する要素技術の研究として、通信が可能なエリアの
検討を行うため、アンテナ高が２００メートルを越える場合、距離と電波の減衰の関係を示す既存
のグラフから求められる近似式が無いことから、当該関係を高精度に示す近似式を考案した。

犯罪情勢に応じた市民の犯罪対処行動の促進に関する研究
日常的な施錠習慣やひったくり防止カバーの使用、
防犯ボランティア活動等の犯罪対処行動を取ること
が、その個人の犯罪被害リスクをどの程度軽減するか
を統計学的に分析した。また、駐車場での防犯キャン
ペーン参加者に対して各種の防犯情報を提示するとと
もに自転車錠を配布し、その後の錠の使用状況を測定
する社会実験を通じて、犯罪対処行動を効果的に促進
するための情報発信手法を開発した。 駐輪場での社会実験

高度な交通事故分析技術の開発
従来の交通事故鑑定では、路面痕跡、車体変形等か
ら、物理法則等に基づいて速度等を推定してきたが、近
年、電子技術の進展により、車載装置が記録したデータ
から、速度等の情報を直接得ることが可能となってき
た。そのような車載型事故記録装置の一つとして実用
化が進んでいるのが、イベントデータレコーダ（略称
EDR）である。EDRは衝突前後数秒間の車速やアクセ
ル、ブレーキの使用状況等を記録しているが、交通事故
鑑定に活用するためには、装置の特性把握や記録デー
タの精度、信頼性の検証が不可欠である。そこで、実際の交通事故を想定した様々な衝突形態の
実車実験を実施して、EDRによる解析手法を確立するための研究を行っている。

精度・信頼性検証のための実車衝突実験

（２）警察情報通信研究センター

警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、情報通信システムに関する技術、
暗号技術等、警察活動に関わる情報通信技術について研究しており、その成果は情報通信システ
ムの整備や情報通信技術を悪用した犯罪対策に活用されている。

（３）科学警察研究所

生物学、医学、心理学等の専門的知識・技術を有する研究員が、科学捜査、犯罪防止、交通事故
防止等についての研究及び開発を行っている。また、各都道府県警察からの依頼により、事件、事
故等に係る鑑定や検査を実施している。
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１　警察行政の透明性の確保と自浄機能の強化
２　「国民のための警察」の確立
３　新たな時代の要請にこたえる警察の構築
４　警察活動を支える人的基盤の強化

「警察改革要綱」

平成１２年 【警察改革を推進】 平成１７年 平成２２年【警察改革を持続的に断行】

１　「警察改革要綱」の着実な実施と充実
２　治安の回復
３　幹部を始めとする職員の意識改革
４　不祥事の防止
５　公安委員会の管理機能の一層の充実強

化と警察改革の推進状況の不断の検証

指針「警察改革の持続的断行について」

10年間の取組を

総括する政策評価を実施

図５―１６ 警察改革への取組
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日常的に推進する
施策の中で個々の施策の
更なる定着化・深化を図る

◆ 「警察改革」として掲げたほとんどの施策については、成果が上
がっており、改革はおおむね所期の目的を達成したと評価
 ◆透明性の確保、自浄機能の強化、説明責任の徹底といった基本
的な考え方は、将来の警察行政においても堅持されるべき
◆不適正な経理処理や業務上・私行上の非違事案が後を絶たない
ことは甚だ遺憾
　今後とも職務意識の高揚を図り、不祥事案の未然防止に一層の
努力を傾注し、組織を挙げて、規律の厳正化を追求していくこと
が必要

◆今後とも、犯罪・事故の抑止と検挙の積極的推進のための具体
的な方策を検討・実施することにより、新たな治安情勢に的確に
対応しつつ、治安水準の更なる向上を目指すことが必要

◆今回の総合評価の結果を１つの契機に、10年前に国民からの厳
しい批判を反省、教訓として始まった警察改革の原点に常に思い
を致しつつ、今後も、治安水準の更なる向上を通じて国民の負
託にこたえるため全力を尽くしていく所存

平成12年　警察改革要綱策定

平成17年　警察改革の推進状況に関する総合評価を実施

平成22年　警察改革の推進状況に関する10年
間の取組について総合評価を実施

おおむね所期の目的を達成
したと評価

要改善事項
が判明

指針「警察改革
の持続的断行に
ついて」の策定

「警察改革」の総括

治安水準の更なる向上に向けて

評価結果を踏まえた警察改革の考え方

❸「警察改革の推進」に係る総合評価の結果
総合評価書では、改革はおおむね所期の目的を達成したと評価される一方、透明性の確保、自浄機能

の強化、説明責任の徹底といった基本的な考え方は将来においても堅持されるべきものであることや、
依然として不祥事案の発生が後を絶たないこと等が指摘されており、今後、各施策の更なる定着化・深
化を図るとともに、治安水準の更なる向上を目指すべきであるとの結論が示された。

１ 適正な警察活動
（１）警察改革への取組

国家公安委員会・警察庁は、平成１２年に策定した「警察改革要綱」及び１７年に取りまとめた「警
察改革の持続的断行について」と題する指針に基づき、警察改革の精神の下、治安再生に取り組
んできた。
２２年は「警察改革要綱」の策定から１０年の節目の年であったことから、国家公安委員会・警察
庁において、その推進状況について政策評価を実施し、総合評価書を取りまとめた。

国民の信頼に応える
警察
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■ 会計監査実施計画の作成 ■ 会計監査の実施 ■ 公安委員会への報告

■ 留意事項
○ 正確性、合規性、経済性、効率性及び有効性の観点から行う
○ 厳正かつ公平を旨とする
○ 資料及び情報を十分に収集し、正確な事実の把握に努める
○ 必要な限度を超えて関係者の業務に支障を及ぼさないよう注意する

○ 毎年度、次の事項について作成

　 ・会計監査の重点項目

　 ・会計監査の対象部署

　 ・会計監査の時期 

○ 会計監査実施計画に従って

実施

○ 特に必要があるときは、そ

の都度、速やかに実施

○ 毎年度、少なくとも一回、

会計監査の実施状況につい

て報告

図５―１７ 会計の監査に関する規則（平成１６年国家公安委員会規則第９号）

（２）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。
① 警察が行う会計監査等
国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警
察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、より適正な会計経理を推進す
るため、会計監査を実施している。

監査における職員からの聞き取り

平成２２年度に警察庁が実施した監査では、捜査費、旅費
及び契約に係る予算の執行状況を重点的に監査すること
とした。特に、契約については、一部の県警察等において、
物品の購入等の契約について不適正な経理処理が判明し
たことを踏まえ、物品の購入等の契約について、さらに重
点的に監査することとした。その結果、捜査員が捜査諸雑
費を支出した際、金額を誤って計上、精算していたことが
認められたことから、差額分を追加支給又は返還するこ
と（釧路方面本部、千葉、神奈川、新潟、静岡）、物品購入等
の契約について不適正な経理処理が認められたことから、改善策を講じること（九州管区警察
局、岐阜、大分）、旅費の支給漏れ又は過払いが認められたことから、差額分を追加支給又は返還
すること（警察庁内部部局、旭川方面本部、秋田、新潟、愛知、佐賀、長崎）などについて、改善を指
示した。また、捜査費関係文書の適切さを欠く取扱い、不適切な契約手続等について、必要な改善
措置を講ずるよう、関係部署を指導した。
２３年度については、２２年度の会計監査実施結果を踏まえつつ、引き続き厳正な監査を行うこと
としている。
② 会計に関する職員教育
職員に予算執行の手続に関する正確な知識を修得させるとともに、適正経理の重要性を再認
識させるため、会計に関する職員教育を徹底している。また、それに必要な捜査費等の経理に関
する各種の解説資料を作成し、配布している。
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■ 監察実施計画の作成
○ 毎年度、次の事項について
　 作成し、公安委員会に報告

■ 監察の実施
○ 監察実施計画に従って実施
○ 特に必要があるときは、その
　 都度、速やかに実施

■ 公安委員会への報告
○ 四半期ごとに少なくとも
 　１回、監察実施状況を報告

・監察の種類 ・監察の実施項目
・監察対象部署 ・監察の時期

図５―１８ 監察に関する規則（平成１２年国家公安委員会規則第２号）

都道府県警察の職員の職務執行に
関する苦情申出（文書による）

処理結果の通知（文書による）

調査の指示

調査結果・措置の報告

・文書作成が困難な者に対する文書作成の援助　

・文書の補正

※　申出者の所在が不明な場合等を除く

申
出
者

都
道
府
県
警
察

都
道
府
県
公
安
委
員
会

調
査
・
措
置

〔
申
出
者
へ
の
通
知
内
容
の
決
定
〕

図５―２０ 苦情申出制度の概要

（３）監察

警察では、警察内部の自浄能力を高めるため、都道府県警察で監察を掌理する首席監察官を全
て国家公安委員会が任命する地方警務官とするほか、警察庁、管区警察局及び都道府県警察にお
いて監察担当官を増員するなど監察体制を強化するとともに、国家公安委員会が定める監察に
関する規則に基づき、能率的な運営及び規律の保持のため、厳正な監察を実施している。これに
より、警察改革要綱が策定された平成１２年度と比べ、警察庁、管区警察局等による監察実施回数
が大幅に増加した。

○ 全国統一の監察実施項目

○ 管区警察局独自の監察実施項目

等

警 察 庁

それぞれ独自の監察実施項目を設定

都道府県警察

・実践的な拳銃訓練及び拳銃に係る安全管理対策等
　の推進状況
・取調べ適正化施策の推進状況
・交通事故事件捜査・交通取締りにおける業務管理
　及び殉職・受傷事故防止対策の推進状況
・初動警察刷新強化に向けた施策の推進状況
・警察による相談業務の実施状況

・留置管理業務の実施状況
・非違事案防止対策の推進状況

図５―１９ 平成２２年度の監察実施計画２２年度は、図５―１９のとおり、監察実施項目を定
め、業務及び服務の両面において監察を行った。同
年度の警察庁及び管区警察局による都道府県警察
等に対する監察の実施回数は２，１１６回と、警察改革
要綱が策定された１２年度の３．５倍に増加している。
また、都道府県警察においては、年１回以上ほぼ全
ての警察署に対し監察が実施されている。
なお、警察法の規定により、国家公安委員会は警
察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警
察に対して、監察について必要があると認めると
きは、具体的又は個別的な監察の指示をすること
ができ、これまで、神奈川県公安委員会（１３年４月）
及び奈良県公安委員会（同年７月）が、警察職員による不祥事案の発生に際して各県警察に対し
監察の指示を行ったほか、予算執行に関する不適正事案の発生に際して、北海道公安委員会（１６
年３月）及び福岡県公安委員会（同年４月）が、各道県警察に対し監察の指示を行った。

（４）苦情の適正な処理

警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情が
ある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができる。
なお、警察本部長や警察署長宛てに申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行に
ついての苦情でこの制度によらない申出についても、これに準じた取扱いがなされている。
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（５）情報管理の徹底

① 情報セキュリティ対策の推進

情報管理の徹底

私有コンピュータ等の公務使用禁止

情報の流出や改ざんへの対策

個
人
所
有
媒
体

個
人
所
有
媒
体

利
用
禁
止

利
用
禁
止

暗号化情報の書き込み

監査・業務指導

図５―２１ 情報管理の徹底に向けた各種対策

警察では、犯罪捜査、運転免許等に関
する大量の個人情報のほか、多くの機
密情報を取り扱っていることから、警
察庁は、警察情報セキュリティポリ
シー（警察情報セキュリティに関する
規範の体系）を策定するなどして、情報
の流出等への対策を進めている。具体
的には、警察庁職員及び都道府県警察
に対し、捜査資料等の不必要な複写及
び持ち出しの禁止や不必要な情報の廃
棄・消去等、情報の組織的管理の徹底
について指示するとともに、情報管理
に係る職員の責務等について浸透を
図っている。また、これらの取組の実効
性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした監査を継続的に実施しているほか、私有コン
ピュータ等の公務使用を禁止するなど、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を推進
している。特に、外部記録媒体からの情報流出を防止するため、個人所有の外部記録媒体の利用
を技術的に禁止する機能や外部記録媒体に書き込む情報を自動的に暗号化する機能を導入する
とともに、外部記録媒体を用いずに情報を共有することが可能となるファイルサーバ（注）の整
備・拡充を引き続き推進することとしている。
② 国際テロ対策に係るデータのインターネット上への掲出事案
平成２２年１０月、国際テロ対策に係るデータ１１４点がインターネット上に掲出された。本件デー
タは、ファイル共有ソフト「ウィニー（Winny）」ネットワーク上への掲出等の複数の方法により
インターネット上に掲出されており、また、掲出に当たっては、国内外の複数のサーバが使用さ
れた事実等が確認されたことから、警察では、このようなサーバに係る IPアドレス等の解明の
ための関係国等への協力要請を含め、所要の捜査及び調査を継続している。
また、同年１２月には、国家公安委員会から、本件に対する捜査及び調査の徹底、個人情報が掲出

された者に対する保護その他の警察措置、情報保全の徹底・強化の３点について指示が行われ、
警察庁では、調査の概要、警察の取組状況、今後の方針等を取りまとめた中間的見解等を国家公
安委員会に報告するとともに、公表した。本件データには、警察職員が取り扱った蓋然性が高い
情報が含まれていると認められ、このようなデータがインターネット上に掲出されたことによ
り、不安や迷惑を感じる方々が現にいるという事態に立ち至ったことは極めて遺憾である。
警察では、引き続き、個人情報が掲出された者に対する保護その他の警察措置や本件に対する
捜査、調査に組織の総力を挙げて取り組み、事実を究明していくこととしている。
情報保全の徹底・強化については、今回の事案を踏まえ、警察庁において全都道府県警察に実
地調査を行うとともに、２３年１月には、情報の持ち出しを物理的に困難にする情報システムの確
立を始めとする情報保全の徹底・強化のための方策について全国警察に指示した。全国警察に
おいては、これらの方策を推進し、情報保全に万全を期すこととしている。

注：自らの記録装置に保存された情報をネットワーク上のほかのコンピュータと共有することができるサーバ
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管内事業者等
25.9%

地域防犯活動
団体関係者
10.3%

自治会関係者
9.5%

教育関係者 9.3%

交通安全活動
団体関係者
7.4%

地方公共団体関係者
6.4%

医療福祉関係者
6.2%

その他
24.9%

29歳以下 1.1% 30～39歳 3.7%

40～49歳
13.0%

50～59歳
30.1%

60～69歳
38.7%

70歳以上
13.4%

図５―２３ 委員の分野別構成（平成２２年６月１日現在） 図５―２４ 委員の年齢別構成（平成２２年６月１日現在）

栃木県真岡警察署協議会において、「管内の交差点で
事故が多発している。交通安全教育を行う際は、視覚に
直接訴えかけるよう工夫してはどうか。」との委員から
の提言を受け、真岡警察署では、事故が発生する際の運
転者の目の錯覚を再現した映像等を作成し、２３年１月、
それを活用した交通安全教育を実施するなどした。

交通安全教育の実施状況

２ 国民に開かれた警察活動
（１）警察署協議会

要望・意見を警
察署の業務運営
に反映

警察署協議会と警察
署が協働した取組

警察署協議会によ
る自主的な取組

警察署長

要望・意見

諮問

警察署協議会

警察署協議会の開催状況

図５―２２ 警察署協議会の役割

警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなど
の様々な活動を行うに際して、住民の意見、要望等
を十分に把握しなければならない。また、その活動
が成果を上げるためには、地域住民の理解と協力
を得ることが不可欠である。
そのため、原則として全国の全ての警察署に警
察署協議会が置かれており、警察署長が警察署の
業務について地域住民の意見を聴くとともに、理
解と協力を求める場として活用されている。その
委員については、都道府県公安委員会が、警察署の
管轄区域内の住民のほか、地方公共団体や学校の
職員等、地域の安全に関する問題について意見、要
望等を表明するにふさわしい者に委嘱しており、
外国人や学生を含む幅広い分野等から委嘱された
委員が全国で活躍している。平成２２年６月１日現
在、１，１８１署に協議会が設置され、総委員数は１万
６７３人である。
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「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」
＜平成２１年１月～２４年３月末＞

平成22年度政策評価の実施に関する計画

学識経験を有する
方々の

知見の活用

政策評価の実施政策評価の実施
○ 実績評価方式
○ 事業評価方式
○ 総合評価方式

総務省への
通知

ウェブサイト等
による公表

実績評価 22年7月 30の業績目標について、「平成21年度実績評価書」を作成・公表

事業評価

22年5月 「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正す
る政令により新設される規制に係る事前評価書」を作成・公表

22年8月 「租税特別措置等に係る政策の事前評価書」を作成・公表
23年3月 「犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律により新設

される規制に係る事前評価書」及び「警備業法施行令の一部を改正する政令に
より新設された規制に係る事業評価書」を作成・公表

総合評価 22年9月 「総合評価書 警察改革の推進」を作成・公表
その他 22年6月、23年2月 学識経験者等で構成される警察庁政策評価研究会を開催

表５―６ 平成２２年度中の政策評価実施状況

（２）情報公開

開示請求 決定
全部開示 一部開示 不開示

国家公安委員会 11 1 0 7
警察庁 228 100 67 12

表５―４ 平成２２年度中の開示請求等の件数（情報公開）

注：開示請求の受理後に請求が取り下げられ、請求に対する決定を行わなかったもの
が含まれることから、開示請求の件数と請求に対する決定の合計件数は異なって
いる。

警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に
基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則と
して公表することとし、ウェブサイトに掲載
している。また、窓口を設置し、行政機関の保
有する情報の公開に関する法律に基づく開示
請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、
報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。

警察庁の情報公開・個人情報保護室

平成２２年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法
に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は表５―４の
とおりである。

（３）個人情報保護

開示請求 決定
全部開示 一部開示 不開示

国家公安委員会 4 2 0 2
警察庁 9 1 1 7

表５―５ 平成２２年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）

注：開示請求の受理後に請求が取り下げられ、請求に対する決定を行わなかったもの
が含まれることから、開示請求の件数と請求に対する決定の合計件数は異なって
いる。

警察庁では、警察庁における個人情報の管
理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体
制を定めるなどして保有する個人情報の適正
な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、
行政機関の保有する個人情報の保護に関する
法律に基づく開示請求を受け付けている。
平成２２年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等
の件数は、表５―５のとおりである。

（４）政策評価 図５―２５ 政策評価の流れ

国家公安委員会と警察庁は、３年
ごとに策定する「国家公安委員会及
び警察庁における政策評価に関する
基本計画」を踏まえて、毎年、政策評
価の実施に関する計画を策定し、政
策評価を実施している（注）。

注：警察庁ウェブサイト（http://www.npa.go.jp/seisaku_hyoka/index.htm）に掲載
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３ 総合的な治安対策
（１）警察の従来の取組

緊急治安対策プログラム

第１回犯罪対策閣僚会議開催

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」
（第12回犯罪対策閣僚会議）

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」
（第２回犯罪対策閣僚会議）

15年８月

15年９月

15年12月

18年８月

20年12月

治安再生に向けた７つの重点 緊急治安対策プログラ
ムを補完・加速化

20.４施策の的確な推進を確認

19.７政策評価を実施

  図５―２６ 犯罪対策閣僚会議と警察の取組

刑法犯の認知件数は、平成８年から１４年にかけて、
７年連続で戦後最多の記録を更新し続けた。警察庁
では、犯罪の増加の基調に早急に歯止めを掛け、国民
の不安を解消するため、１５年８月、「緊急治安対策プ
ログラム」を策定・公表するとともに、同プログラム
を補完・加速化し、治安再生への道筋を確実なもの
とするため、１８年８月、「治安再生に向けた７つの重
点」を策定・公表し、これらに盛り込まれた施策を推
進してきた。

（２）犯罪対策閣僚会議の取組

第１６回犯罪対策閣僚会議（提供：内閣広報室）

① 犯罪対策閣僚会議の開催
治安情勢が危険水域に達し、国民が強い不安感を
抱くようになったことを背景に、政府全体としての
犯罪対策を進めることの重要性が認識された。そこ
で、「世界一安全な国、日本」の復活を目指し、政府で
は、平成１５年９月から、首相が主宰し、全閣僚を構成
員とする犯罪対策閣僚会議を開催している。同年１２
月には、同会議において、「犯罪に強い社会の実現の
ための行動計画」（以下「旧行動計画」という。）が策定された。
② 「犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８」の策定
旧行動計画策定後５年間の取組により、治安状況は着実に改善しつつあったものの、客観的な
治安状況は、刑法犯認知件数が１４０万件前後で推移していた戦後の安定期には依然として及ば
ず、また、振り込め詐欺の多発、凶悪な事件の相次ぐ発生等により、国民の体感治安は依然として
改善していなかった。そこで、政府では、２０年１２月に開催された第１２回犯罪対策閣僚会議におい
て、犯罪を起こさせないためのより広範な政策を総合的かつ持続的に講じていくため「犯罪に強
い社会の実現のための行動計画２００８」（以下「新行動計画」という。）を策定した。

①　身近な犯罪に強い
　社会の構築

②　犯罪者を生まない
　社会の構築

③　国際化への対応 ④　犯罪組織等反社
　会的勢力への対策

⑤　安全なサイバー空
　間の構築

⑥　テロの脅威等への
　対処

⑦　治安再生のための
　基盤整備

  図５―２７ 「犯罪に強い社会の実現のための行動
計画２００８」における７つの重点課題

③ 新行動計画の内容
新行動計画は、犯罪対策の推進に関する政府の
基本的な考え方を示した前文と、現下の犯罪情勢
の特徴的傾向に即した７つの重点課題ごとに取り
まとめられた総計１７２項目（重複項目を含む。）の個
別施策から成っている。新行動計画は、計画策定後
５年間を目途に、犯罪を更に減少させ、国民の治安
に対する不安感を解消し、真の治安再生を目指し
て、各施策を着実に実施していくこととしている。
警察では、関係機関・団体等と連携し、新行動計
画に基づく取組を強力に推進している。
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・「被害者の手引き｣(※１）の作成・配布
・被害者連絡の実施（※２）
・地域警察官による被害者訪問・連絡活動（※３）

被害者に対する情報提供等

・被害相談電話（「＃（シャープ）9110番」等）の開設
・被害相談窓口の設置
・カウンセリング技術を有する警察職員の配置
・精神科医や民間のカウンセラーとの連携の確保

相談・カウンセリング体制の整備

・被害者用事情聴取室の整備（応接セットの設置、照明・内装の改善等）
・被害者支援用車両（カーテン等で窓ガラスを遮蔽するなど、被害者の心情
　に配慮した内装）の活用

捜査過程における被害者の負担の軽減

・再被害防止措置の実施（パトロールの強化、被害者訪問等）
・緊急通報装置の被害者宅等への整備

被害者の安全の確保

・リーフレット、ポスター等の作成・配布
・全国犯罪被害者支援フォーラム等の各種行事への支援

※１：刑事手続や法的救済制度の概要、犯罪被害給付制度等の情報を掲載したパンフレット
　２：被害者の意向等状況に応じ、被害者等に対し捜査状況や被疑者の処分結果等を連絡している。
　３：被害者の再被害防止や不安感解消を目的としている。

・中高生を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の開催

犯罪被害者支援に関する広報啓発活動

図５―２８ 被害者支援に係る基本施策

被害者支援用車両内の様子（被害者は模擬）

警察職員による相談（被害者は模擬）

警察職員による病院への付添い（被害者は模擬）

❹第２次犯罪被害者等基本計画
犯罪被害者等基本法に基づき、総合的かつ長期的に講ずべき犯罪被害者等のための施策の大綱等を

盛り込んだ犯罪被害者等基本計画が平成１７年に策定され、平成２２年度末に計画期間が満了したため、２３
年４月１日から２７年度末までの５か年を計画期間とした第２次犯罪被害者等基本計画（以下「第２次基
本計画」という）が策定された。
第２次基本計画においては、犯罪被害者等基本法第２章に掲げられた施策を分野別に整理して選定

した５つの重点課題ごとに、今後実施していくべき施策について取りまとめている。犯罪被害給付制度
の拡充及び新たな補償制度の創設、カウンセリング等心理療法の費用の公費負担については、有識者等
による検討会が設置され、警察庁も検討に参画している。また、警察庁では性犯罪被害者支援の充実（カ
ウンセリングの充実・ワンストップ支援センター（注２）の設置促進等）についても関係省庁と連携を図
りながら、取り組むこととしている。

４ 警察における被害者支援
（１）基本施策

被害者及びその遺族又は家族は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受け
るだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では、次のとおり、様々な側
面から被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、捜査員以外の職員が、被
害者への付添い、刑事手続の説明等、事件発生直後に被害者支援を行う指定被害者支援要員制
度（注１）が導入されている。

注１：平成２２年末現在の要員総数３１，１８７人
２：医師による心身の治療、医療従事者・民間支援員・弁護士・臨床心理士等による支援、警察官による事情聴取等の実施が可能なセン

ター
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遺族給付金 障害給付金 重傷病給付金

支給額（最高額～最低額）
2,964万5千円～320万円

※　被害者が死亡前に療養を
要した場合、医療費の自己負
担相当額と休業損害を考慮
した額の合算額も併せて支給

支給額（最高額～最低額）
3,974万4千円～18万円

※　障害とは、負傷又は疾病が
治ったとき（その症状が固定
したときを含む。）における身
体上の障害で、法令に定め
る程度のもの
　(障害等級:第１級～第14級)

上限額
120万円

※　重傷病（加療１か月以上、か
つ、３日以上の入院（精神疾患に
ついては、３日以上労務に服する
ことができない程度の症状)）に
なった場合、医療費の自己負担相
当額と休業損害を考慮した額の合
算額を１年を限度として支給

図５―２９ 犯罪被害者等給付金

年度
区分

19年度以前 20年度 21年度 22年度 累 計

申請に係る被害者数（人）
（申請者数（人））

6,507
（9,569）

462
（565）

589
（719）

585
（718）

8,143
（11,571）

裁定に係る被害者数（人）
（裁定件数（件））

6,143
（9,217）

407
（532）

566
（687）

563
（673）

7,679
（11,109）

支給裁定に係る被害者数（人）
（裁定件数（件））

5,790
（8,748）

388
（510）

538
（656）

534
（641）

7,250
（10,555）

不支給裁定に係る被害者数（人）
（裁定件数（件））

353
（469）

19
（22）

28
（31）

29
（32）

429
（554）

裁定金額（百万円） 19,138 907 1,277 1,311 22,633

表５―７ 犯罪被害給付制度の運用状況

（２）被害者支援連絡協議会の活動

被害者が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、警察のほか、検察庁、
弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等から成る「被害者支援連
絡協議会」が、全都道府県で設立されている。このほか、警察署の管轄区域等を単位とした被害者
支援のための連携の枠組みが各地に構築され、よりきめ細かな被害者支援が行われている。

（３）民間の被害者支援団体との連携

全国被害者支援ネットワークに加盟する民間の被害者支援団体は、平成２３年４月１日現在、全
都道府県に存在している。これらの団体は、電話又は面接による相談、裁判所へ赴く際の付添い
等の直接支援、相談員の養成及び研修、自助グループ（遺族の会等）への支援、広報啓発等を行っ
ており、警察では、団体の設立・運営を支援している。また、都道府県公安委員会は、犯罪被害者
等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律に基づき、犯罪被害等の早期の軽減
に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体として指定してお
り、同日現在、全国で３９団体が指定されている。

（４）犯罪被害給付制度

犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害とい
う重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない被害者等に対し、国が
一定の給付金を支給するものである。この制度は、昭和５６年１月に開始して以来、犯罪被害等の
早期の軽減に重要な役割を果たしている。
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❺犯罪被害給付制度のあゆみ
犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大

な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない被害者等に対し、国が一定の給付金
を支給するものである。この制度は５６年１月の犯罪被害者等給付金支給法の施行により開始され、平成
２３年で同制度が開始されてから３０年となる。この間、犯罪被害給付制度を始めとする犯罪被害者に対す
る支援の拡充を求める社会的機運の高まりに応じて、１３年には、支給の対象が死亡と重度後遺障害から
後遺障害全てに拡大されるとともに、重傷病が追加され、１８年には、重傷病給付金について、支給要件が
緩和された。また、２０年には、有識者及び関係省庁により構成された「経済的支援に関する検討会」によ
る提言を踏まえ、重度後遺障害者や遺族に対する給付金の抜本的な引上げを行うとともに、重傷病の療
養のため休業した場合に、休業損害を考慮した額が加算されることとなり、２１年には、配偶者からの暴
力などの被害者に対する救済を強化するなどの改正がなされた。

性犯罪の被害者

　

交通事故事件の被害者

　性犯罪被害者の立場に立った対応を心がけ、
その精神的負担の軽減を図る。

　発生件数が多く、誰もが被害者となり得る交
通事故事件の特性を踏まえ、被害者の心情に配
慮した適切な対応に努める。○　相談体制の整備

・相談専用電話（「性犯罪 110 番」等）の開設及び相談室
の設置

○　捜査体制の充実
・性犯罪捜査指導官等の設置及び女性警察官の性犯罪
捜査員への指定
・女性専門捜査官の育成及び男性警察官に対する教育・
研修の充実
・性犯罪捜査証拠採取セット（証拠採取に必要な用具や
被害者の衣類を証拠として預かる際の着替え等一式）
の整備

○　経済的な支援
・被害後の検査費用や緊急避妊に要する経費等の支援

○　制度に関する情報の提供
・全国の交通安全活動推進センターと連携し、被害者か
らの相談に応じ、保険請求・損害賠償制度、被害者支援
・救済制度、示談・調停・訴訟の基本的な制度、手続等
について教示

○　加害者に関する情報の提供
・被害者等からの問い合わせに応じ、死亡事故等の一定
の交通事故事件については加害者の行政処分に係る意
見聴取等の期日及び行政処分の結果について教示

○　被害者の心情に関する運転免許保有者の理解の促進
・被害者等が出演するビデオ等又は被害者等の手記を停
止処分者講習等で活用
・停止処分者講習等における被害者等の講話を実施

図５―３０ 被害者の特性に応じた施策の例

❻性犯罪被害者対応拠点モデル事業
強姦、強制わいせつ等の性犯罪被害者は、羞恥心や自責の念が極めて強く、警察に被害相談すること

自体が非常に難しいものである。従来、警察では、相談体制の充実、女性警察官による事情聴取の拡大等
を実施してきたところであるが、それでもなお、被害申告をためらう性犯罪被害者も多く存在するとみ
られる。
そこで、性犯罪被害の潜在化を防止し、捜査の的確な推進を図るため、性犯罪被害者に対する治療、カ

ウンセリング等の各種支援や迅速な事情聴取、証拠資料の採取等の捜査を一つの場所で一度に行う性
犯罪被害者対応拠点「ハートフルステーション・あいち」をモデル事業として、平成２２年７月に開設し
た。今後は、ワンストップ支援センターを設置する際に参考とすることができるよう同モデル事業の検
証を行うこととしている。また、２２年４月には、大阪府の民間病院において、民間ベースの性暴力救援セ
ンター・大阪（通称SACHICO）が開設され、被害者の心身の回復を図っているところである。なお、内
閣府において「ワンストップ支援センターの開設・運営の手引（仮称）」が作成される見込みである。

（５）被害者の特性に応じた施策
犯罪類型等によって犯罪被害者には異なった特性があることから、警察では、性犯罪の被害
者、交通事故事件の被害者、配偶者からの暴力事案の被害者（９５頁参照）、ストーカー事案の被害
者（９４頁参照）、少年の被害者（９３頁参照）、暴力団犯罪被害者（２章参照）等について、被害者の特
性に応じた施策を推進している。
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５ 国際社会における日本警察の活動
（１）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

犯罪のグローバル化に対し、警察庁では、国際刑事警察機構を通じるなどして外国治安機関と
の情報交換に努めているほか、国際会議への参加、二国間協議の推進等により、協力関係を強化
している。

第３０回 ASEANAPOL

① アジア諸国等との連携
東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的とし
て、昭和５６年、ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）が結
成された。我が国は、平成１７年の第２５回会合からオブザー
バーとして参加し、２０年の第２８回会合からは、中国、韓国等
と共に議題提案権を有する「ダイアログ・パートナー」とし
て参加している。
２２年５月には、カンボジア・プノンペンにおいて第３０回
会合が開催され、我が国から警察庁幹部が出席し、東アジア地域の警察機関の連携・協力関係の
強化、テロ情報の共有の重要性等について発言した。
② G８各国との連携
警察庁では、G８各国間で行われている治安問題についての議論に積極的に参加するととも
に、成果が我が国の国内治安対策の推進に資するものとなるよう、課題の設定及び検討に際し、
我が国が主導的な役割を果たすよう努めている。２２年２月、４月及び１０・１１月にカナダで開催さ
れたG８ローマ／リヨン・グループ会合には、警察庁担当者が出席し、国際組織犯罪対策やテロ
対策について積極的に議論に参加した。

国家公安委員会委員長とセルビア
内務大臣との間の覚書の署名

③ 二国間の連携
警察では、我が国との間で多くの国際犯罪が敢行される国や
来日外国人犯罪者の国籍国を始めとする各国の治安機関との間
で協議を行い、必要に応じて警察当局間協力に関する文書を作
成するなどして協力関係を深めている。
２２年３月には、警察庁長官が韓国を訪問して韓国警察庁長と
会談を行い、犯罪のグローバル化等の新たな治安課題に的確に
対処するための協力関係を構築することなどについて合意し、
同年１０月、韓国・ソウルにおいて第１回日韓警察協議を開催した。中国公安部との間では同年６
月、中国・北京において第６回日中警察協議を開催した。
また、国家公安委員会委員長が、オーストラリア（２２年５月）、ベトナム（同年８月）、セルビア

（同年１２月）、タイ（２３年１月）等各国の治安問題を担当する閣僚と会談を行い、各国治安機関との
協力関係を強化した。
④ 治安に関係する国際約束の締結による協力の確保
刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な
実施を期するとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中
央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまで米国、韓国、
中国、香港との間で締結したほか、EUとの刑事共助協定が２３年１月に、ロシアとの刑事共助条
約が同年２月にそれぞれ発効した。
また、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合
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❼警察による国際緊急援助活動
我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国

際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を
行っている。
２３年２月２２日午前８時５１分（現地時間同日午後０時５１分）、
ニュージーランド南島クライストチャーチ市付近でマグニ
チュード６．３の地震が発生し、ニュージーランド政府から要請
を受けたことから、我が国政府は同月２３日から同年３月１２日
にかけての１８日間、３次にわたり、警察職員３８人及び警備犬３
頭を含む国際緊急援助隊救助チームを派遣した。同チームは、
ビル倒壊現場での被災者の捜索等に従事し、その活動に対し
て、ニュージーランド政府及び同国民より高い評価と謝意が
表明された。

ニュージーランドにおいて捜索活動を実施する
国際緊急援助隊

を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付ける犯罪人引渡条約については、米国及び韓国との間で
締結している。
警察庁としても、国際犯罪の捜査を行うに当たって各国からの協力を一層確保するとの観点
から、これら治安関係国際約束の締結交渉に加わることとしている。

（２）海外の警察に対する支援

警察では、我が国の警察の特性を生かし、外務省や独立行政法人国際協力機構（JICA）と協力
して、専門家の派遣や研修員の受入れを通じた知識・技術の移転による海外の警察に対する支
援を行っている。

警察署幹部に対する指導の様子

① インドネシア国家警察改革支援プログラム
警察庁では、平成１３年以降、インドネシア国家警察改革支援プ
ログラムを実施するとともに、職員を全体の統括責任者である
国家警察長官政策アドバイザー兼プログラム・マネージャーと
して派遣している。このプログラムの中核事業である市民警察
活動促進プロジェクトは、メトロ・ブカシ警察署及びブカシ県
警察署をモデル警察署として、交番制度、犯罪鑑識、通信指令シ
ステム等に関する支援の成果を全国に波及させることを目的としている。
② 専門家の派遣
警察では、上記事例のほか、フィリピン、マレーシア、ブラジル等に専門家を派遣して交番制
度、犯罪鑑識、交通警察等の分野で知識・技術の移転を図っている。２２年中には、上記事例も含
め、２５人の専門家を派遣し、派遣者数は、継続派遣中の者と合わせ３７人となった。

研修員による交番視察の様子

③ 研修員の受入れ
警察では、警察運営、交番制度、犯罪鑑識等の分野における知
識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、研
修員の受入れ体制を整備し、都道府県警察における実地研修、警
察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。
２２年中には、２７回の研修で２３９人の研修員を受け入れた。
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人材育成
島根県警察学校

た じり ま り

田尻 真理 警部補

宍道湖湖畔沿いにそびえ立つ白い鉄塔。ここは「島根県警察学校」。きら
きらとさざなむ湖畔の水面。野鳥がさえずり悠々と飛び回る澄み渡った
空。この絶好の場所で、今日もグランドに響き渡る「イチ・ニ、イチ・ニ」
の訓練のかけ声。
早期即戦力が求められる今日、強力な人的基盤を築いていく警察学校

の役割は非常に大きいものがあります。警察学校は、いまだ発掘されてい
ない宝の山です。県警の将来を担う彼らに、基本をしっかり浸透させ、第
一線へのスタートをどのように切らせるかは、教育現場である警察学校
の教官の手腕に大きくかかっていると言っても過言ではありません。
厳しい規律、訓練。今日も明日も明後日も。繰り返し繰り返し、学生の体

に染みつくまで基本を徹底的にたたき込みます。入校後、紆余曲折を経ながらも、日に日に警察学校は活気に満ちてい
きます。次第に力強さを増してくる彼らの歌う島根県警察歌の歌声。「♪姿雄々しくきょうも行く しまね 島根警察
みよここに♪」。
与えられた教官職に大きな誇りと使命感を感じながら、今日も叱ります。県民のため。

犯罪被害者支援の在り方
愛媛県警察本部警務部警務課犯罪被害者支援室

ふく だ さ わ

福田 佐和 警部補

「その一言で傷つき、その一言で一生救われる。」
ある犯罪被害者遺族の言葉です。犯罪被害に遭われた方やその御家族は、事件

事故の直接的な被害はもとより、その後も周囲の人々からの心ない言葉等によ
る精神的被害や経済的打撃等、様々な二次被害と闘っています。
私が所属する犯罪被害者支援室では、被害者の方々が、少しでも早く元の平穏

な生活を取り戻すために必要な情報の提供、相談、再被害の防止措置、犯罪被害
給付制度の運用等、関係機関との連携を取りながら、そのニーズに応じた支援を
行っています。
私は犯罪被害者等の方々と接するとき、相手を自分の家族だと思ってその気

持ちに寄り添うよう心掛けています。ある時、遺族の方から「そばにいてくれて
ありがとう。温かさをいつも感じています。」という言葉と笑顔をいただき、自分
が少しでもその方の支えになっていることを、とてもうれしく思いました。
犯罪被害者支援に答えはありません。相手を思いやり、支えたいという気持ち

が支援につながると私は思います。
私はこれからも、被害者支援の在り方を模索しながら、被害に遭われた方の笑

顔を取り戻すため、被害者やその御家族に寄り添っていきたいと思います。

島根県警察
みこぴーくん

愛媛県警察
まもるくん 安ちゃん 心ちゃん


